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(57)【要約】
　例えば補聴器等の聴覚機器においてレシーバからマイ
クロホンへのフィードバック経路をモデリングする新た
な方法であって、マイクロホン出力信号を記録しながら
、レシーバによって出力される音響プローブ信号に変換
するために、許容できる最大の信号レベルおよび長さを
有する電子プローブ信号をレシーバへ送信するステップ
と、記録された前記マイクロホン出力信号に基づいて、
フィードバック経路の少なくとも１つのパラメータを特
定するステップと、プローブ信号の元の信号レベルより
もプローブ信号の信号レベルを低くしてモデリングが終
了するように、プローブ信号の信号レベルを低減して送
信を終了させるステップと、を備える方法が提供される
。これによって、プローブ信号を聴覚感知したユーザが
感じる不快感は軽くなる。これは、ノーベル経済学賞受
賞者ダニエル・カーネマンにより発見されたいわゆる「
ピーク・エンドの法則」および「持続期間の無視」によ
り、プローブ信号の信号レベルを初期化プロセスの終盤
で低減することで不快さをより感じさせないからである
。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　聴覚機器においてレシーバからマイクロホンへのフィードバック経路をモデリングする
方法であって、
　マイクロホン出力信号を記録しながら、前記レシーバによって出力される音響プローブ
信号に変換するために、前記レシーバへ許容できる最大の信号レベルおよび長さを有する
電子プローブ信号を送信するステップと、
　記録された前記マイクロホン出力信号に基づいて、前記フィードバック経路の少なくと
も１つのパラメータを特定するステップと、を備え、
　前記レシーバへプローブ信号を送信するステップは、前記プローブ信号の元の信号レベ
ルよりも前記プローブ信号の信号レベルを低くして送信が終了するように、前記プローブ
信号の前記信号レベルを低減して前記送信を終了させるステップを備える、方法。
【請求項２】
　前記元の信号レベルは、前記フィードバック経路の少なくとも１つのパラメータを特定
するステップを実行する期間の少なくとも一部の間のプローブ信号のピーク信号レベル、
平均信号レベルおよびｒｍｓ信号レベルからなる群から選択される、請求項１に記載の方
法。
【請求項３】
　前記プローブ信号の前記信号レベルは、前記元の信号レベルよりも低くなるように、前
記信号レベルの現在の値から、１％超、２％超、５％超、１０％超、２０％超、および５
０超％からなる群から選択される値だけ、直線的に低減する、請求項１または２に記載の
方法。
【請求項４】
　前記プローブ信号の前記信号レベルは、前記元の信号レベルよりも低くなるように、前
記信号レベルの現在の値から、１％超、２％超、５％超、１０％超、２０％超、および５
０超％からなる群から選択される値だけ、１回または同様の大きさで複数回段階的に低減
する、請求項１または２に記載の方法。
【請求項５】
　前記プローブ信号の前記信号レベルは、前記元の信号レベルよりも低くなるように、前
記信号レベルの現在の値から、１ｄｂ超、２ｄｂ超、３ｄｂ超、４ｄｂ超、５ｄｂ超、お
よび６ｄｂ超からなる群から選択される値だけ、対数尺度で直線的に低減する、請求項１
または２に記載の方法。
【請求項６】
　前記プローブ信号の前記信号レベルの低減を伴う前記送信を終了させる期間は、前記デ
ジタルフィードバック抑制回路を適切に初期化するために必要な期間の１０％超、２０％
超、３０％超、４０％超、５０％超、６０％超からなる群から選択される値である、請求
項１から５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　前記プローブ信号の前記信号レベルの低減を伴う前記送信を終了させる前に、前記フィ
ードバック経路の少なくとも１つのパラメータを特定するステップを完了する、請求項１
から６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記プローブ信号の前記信号レベルの低減を伴う前記送信を終了させる間、前記フィー
ドバック経路の少なくとも１つのパラメータを特定するステップは継続する、請求項１か
ら６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　前記記録されたマイクロホン出力信号に基づいて計算される第１品質パラメータの値を
監視しながら、前記プローブ信号のレベルを低レベルから上昇させるステップと、
　特定された前記第１品質パラメータが所定の第１閾値に達したとき、前記プローブ信号
の前記レベルのさらなる上昇を止めるステップと、を備える、請求項１から８のいずれか
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一項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記プローブ信号を送信するステップは、
　前記記録されたマイクロホン出力信号に基づいて計算される第２品質パラメータの値を
監視するステップと、
　特定された前記第２品質パラメータが所定の第２閾値に達したとき、前記プローブ信号
の前記レシーバへの送信を終了させるステップと、をさらに備える、請求項９に記載の方
法。
【請求項１１】
　前記第１品質パラメータと前記第２品質パラメータとは同一である、請求項１０に記載
の方法。
【請求項１２】
　前記第１品質パラメータおよび前記第２品質パラメータの少なくとも一方は、前記聴覚
機器の前記マイクロホンの電子出力信号の関数である、請求項１から１１のいずれか一項
に記載の方法。
【請求項１３】
　前記フィードバック経路のインパルス応答を推定するステップをさらに備える、請求項
１から１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　入力音をオーディオ信号に変換するマイクロホンと、
　前記聴覚機器のフィードバック経路をモデリングし、初期化されたパラメータを有する
デジタルフィードバック抑制回路と、
　前記オーディオ信号を処理する信号プロセッサと、
　処理された信号を音声信号に変換するために、前記信号プロセッサの出力部に接続され
るレシーバと、
　前記レシーバによって出力される音響プローブ信号に変換するために、許容できる最大
の信号レベルおよび長さを有するプローブ信号を前記レシーバへ生成するプローブ信号生
成器と、を備え、
　前記信号プロセッサは、請求項１から１３のいずれか一項に記載の方法を実行するよう
にさらに構成される、聴覚機器。
【請求項１５】
　前記聴覚機器は、補聴器であり、
　前記補聴器は、前記補聴器のユーザの聴力損失を補償するために、前記オーディオ信号
を聴力損失補償オーディオ信号へと処理する聴力損失プロセッサを備える、請求項１４に
記載の聴覚機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、特定のユーザに対する聴覚機器のフィッティング中に初期化される
パラメータを有するデジタルフィードバック抑制回路を備えた補聴器等の聴覚機器に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　フィードバックは、聴覚機器における周知の問題であり、フィードバックを抑制および
キャンセルするシステムが、当該技術分野において周知である（例えば、米国特許第５，
６１９，５８０号明細書、米国特許第５，６８０，４６７号明細書および米国特許第６，
４９８，８５８号明細書を参照されたい）。
【０００３】
　従来より、レシーバ出力部からのフィードバック信号を抑制するために、デジタルフィ
ードバック抑制回路が聴覚機器において用いられている。使用時に、デジタルフィードバ
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ック抑制回路は、例えばフィードバック経路をモデリングする１つ以上のデジタル適応フ
ィルタを用いて、フィードバック信号を推定する。デジタルフィードバック抑制回路から
の推定フィードバックを、マイクロホン出力信号から差し引くことで、フィードバック信
号を抑制する。
【０００４】
　フィードバック信号は、聴覚機器ハウジング外の外部信号経路に沿って、さらに、聴覚
機器ハウジング内の内部信号経路に沿って、レシーバからマイクロホンに戻って伝播する
可能性がある。
【０００５】
　外部フィードバック（すなわち、聴覚機器外の経路に沿った、聴覚機器のレシーバから
マイクロホンへの音の伝播）は、音響フィードバックとも称される。音響フィードバック
は、例えば、聴覚機器のイヤモールドが装着者の耳に完全に適合していない場合や、例え
ば、換気目的でカナル（ｃａｎａｌ）もしくは開口部を含むイヤモールドの場合に発生す
る。いずれの例においても、音がレシーバからマイクロホンへ「漏れ」、これにより、フ
ィードバックを引き起こす可能性がある。
【０００６】
　内部フィードバックは、聴覚機器ハウジング内の空気を通して伝播する音によって、ま
たは、聴覚機器ハウジングおよび聴覚機器ハウジング内の構成要素の機械的振動によって
引き起こされる可能性がある。機械的振動は、レシーバにより生じ、例えば（１つ以上の
）レシーバ取り付け台を介して聴覚機器の他の部品に伝達される。聴覚機器によっては、
レシーバは、ハウジングに柔軟性をもって取り付けられ、これにより、聴覚機器のレシー
バから他の部品への振動の伝達は低減される。
【０００７】
　国際公開第２００５／０８１５８４号は、内部機械および音響フィードバック補償用と
外部フィードバック補償用との、２つの個別のデジタルフィードバック抑制回路を有する
聴覚機器を開示している。
【０００８】
　外部フィードバック経路は、聴覚機器の「周囲」に延在し、それゆえ、通常は内部フィ
ードバック経路より長く、すなわち、レシーバからマイクロホンに達する音は、内部フィ
ードバック経路に沿って伝播するよりも、外部フィードバック経路に沿って伝播する方が
、長い距離を移動しなければならない。そのため、音がレシーバから発せられると、外部
フィードバック経路に沿って伝播する分の音は、内部フィードバック経路に沿って伝播す
る分と比較して、遅れてマイクロホンに達する。したがって、個別のデジタルフィードバ
ック抑制回路が、第１および第２の時間窓でそれぞれ動作し、第１の時間窓の少なくとも
一部が、第２の時間窓に先行することが好ましい。第１および第２の時間窓が重複するか
否かは、内部フィードバック経路のインパルス応答の長さに依存する。
【０００９】
　外部フィードバックは使用中に大きく変動する可能性があるのに対し、内部フィードバ
ックはより安定しており、通常は製造プロセス中に対処される。
【００１０】
　デジタルフィードバック抑制回路の正確な初期化が、聴覚機器におけるフィードバック
の効果的な抑制にとって不可欠であることが知られている。そもそも適応フィルタは、フ
ィードバック経路の変化に自動的に適応するが、適応フィルタにより対処可能なフィード
バック経路変化の程度およびそれに対する正確さには限界がある。一方、デジタルフィー
ドバック抑制回路の正確な初期化を行えば、所望の効果に近づくための適応の始点が提供
されて、初期化後の動作中におけるフィードバック経路応答の高速かつ正確なモデリング
および効果的なフィードバック抑制につながる。初期化はフィッティング時や、場合によ
ってはユーザが聴覚機器のスイッチを入れる毎に行うことができる。
【００１１】
　典型的には、デジタルフィードバック抑制回路は、特定のユーザに対する聴覚機器のフ
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ィッティング中に初期化される。聴覚機器はＰＣに接続され、プローブ信号がレシーバに
送信され、プローブ信号に対する応答を含むマイクロホン出力信号に基づいて、フィード
バック経路のインパルス応答が推定される。通常、プローブ信号は１０秒の長さであり、
信号レベルはユーザが不快に感じるほど高い。ユーザがプローブ信号に適応できるように
するために、プローブ信号は、１０秒の一定の信号レベルのプローブ信号に先立って、１
秒間、ゼロから対数尺度で直線的に立ち上がる。受信されたマイクロホン出力信号は、Ｐ
Ｃに送信され、各インパルス応答が計算される。次に、ＰＣは、フィードバック経路をモ
デリングできるように、デジタルフィードバック抑制回路によって必要とされるパラメー
タ、例えば固定デジタルフィルタのフィルタ係数、および適応デジタルフィルタの初期フ
ィルタ係数を特定する。
【００１２】
　例えば方向性マイクロホンシステム等の、２つ以上のマイクロホンを有する聴覚機器は
、同じプローブ信号を利用して別々に初期化されるマイクロホン毎に、個別のデジタルフ
ィードバック抑制回路を含んでもよい。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　聴覚機器のユーザから、初期化プロセス中の不快感や痛みについて不満の声が上がって
いる。
【００１４】
　これに対し、近年では、オープンソリューション（ｏｐｅｎ　ｓｏｌｕｔｉｏｎ）が提
供されている。「オープンソリューション」とは、聴覚機器の専門用語によると、ハウジ
ングが外耳道における所期の動作位置に配置された場合に、外耳道を塞がないハウジング
を備えた聴覚機器を指す。用語「オープンソリューション」は、外耳道壁の一部とハウジ
ングの一部との間の通路によって、音波がハウジングの背後の鼓膜とハウジングとの間か
らこの通路を通ってユーザの周辺へと逃げることができるようにすることに起因して使用
される。オープンソリューションを用いれば、閉塞感が低減され、好ましくはほぼなくな
る。
【００１５】
　オープンソリューションの典型例として、装着感に優れ、多数のユーザに適合する標準
サイズの聴覚機器ハウジングが挙げられる。
【００１６】
　レシーバ出力部が、外耳道の密閉によってマイクロホン入力部から分離されないことか
ら、オープンソリューションは、長いインパルス応答を備えたフィードバック経路を伴う
可能性がある。これにより、比較的開いたフィードバック経路が、長いインパルス応答を
引き起こし、これにより、フィードバック経路の推定のために必要なプローブ信号期間が
さらに長くなる可能性がある。
【００１７】
　したがって、初期化プロセス中におけるユーザの不快感を低減する、デジタルフィード
バック抑制回路の初期化方法を提供することが望ましい。
【００１８】
　欧州特許第２，２０５，００５Ａ１号は、例えば特定のユーザに対する聴覚機具のフィ
ッティング中に初期化されるパラメータを有するデジタルフィードバック抑制回路を備え
た聴覚機具を開示する。初期化は、聴覚機具のレシーバからマイクロホンへのフィードバ
ック経路をモデリングする方法に基づく。方法は、初期化ステップを含む。初期化ステッ
プは、マイクロホン出力信号を記録しながら、レシーバによって出力される音響プローブ
信号に変換するために、電子プローブ信号をレシーバに送るステップと、記録されたマイ
クロホン出力信号に基づいて、フィードバック経路の少なくとも１つのパラメータを特定
するステップとを含む。プローブ信号をレシーバに送るステップは、記録されたマイクロ
ホン出力信号に基づいて計算された第１品質パラメータの値を監視しながらプローブ信号
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のレベルを上昇させるステップと、特定された第１品質パラメータが所定の第１閾値に達
すると、プローブ信号のレベルの上昇を止めるステップとを含む。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　上記に鑑みて、新規の初期化プロセスが提供される。このプロセスでは、時間の関数と
しての信号レベルおよびプローブ信号の長さが、デジタルフィードバック抑制回路の適切
な初期化のために必要に応じて設定される。初期化プロセスは、プローブ信号の信号レベ
ルが低減される期間を経て完了する。すなわち、初期化プロセスは、任意でプローブ信号
をオフにする、または信号レベルを不可聴レベルまで低減する前に、プローブ信号のピー
ク信号レベル、平均信号レベル、ｒｍｓ信号レベル等の元の信号レベルよりも、プローブ
信号の信号レベルを低くして終了する。
【００２０】
　プローブ信号を聴覚感知したユーザが感じる不快感は、プローブ信号の信号レベルを初
期化プロセスの終盤で低減することにより軽くなる。これはノーベル経済学賞受賞者ダニ
エル・カーネマンにより発見されたいわゆる「ピーク・エンドの法則（ｐｅａｋ／ｅｎｄ
　ｒｕｌｅ）」、「持続期間の無視（ｄｕｒａｔｉｏｎ　ｎｅｇｌｅｃｔ）」によるもの
である。ダニエル・カーネマン，リチャード・Ｈ．セイラー，「Ａｎｏｍａｌｉｅｓ：Ｕ
ｔｉｌｉｔｙ　Ｍａｘｉｍｉｚａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅｄ　Ｕｔｉｌ
ｉｔｙ」，Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅｓ，Ｖｏ
ｌ．２０，Ｎｏ．１（２００６年冬），ｐｐ．２２１－２３４，アメリカ経済学会を参照
のこと。
【００２１】
　「持続期間の無視」とは、エピソードに対する過去の評価は、期間の長さに根本的に影
響されないことである。
【００２２】
　「ピーク・エンドの法則」とは、ピークを変えないで、苦痛の期間を延長しても、より
苦痛が少ない形で期間が終われば、元の期間の場合よりも楽な経験として記憶に残ること
である。
【００２３】
　すなわち、激しい痛みを伴う第１期間の後に痛みが軽減された第２期間が続く場合の方
が、第１期間のみを経験した場合、すなわち当該期間が唐突に終了した場合よりも、痛み
が少ないと評価された。
【００２４】
　この概念が、プローブ信号により引き起こされるユーザの不快感を低減する新規の初期
化プロセスに利用される。
【００２５】
　例えば、初期化プロセスは、プローブ信号の信号レベルが、元の信号レベルよりも低く
なるように、現在の値から、例えば１％超、２％超、５％超、１０％超、２０％超、５０
％超等、直線的に低減する期間を経て完了してもよい。元の信号レベルとは、プローブ信
号のピーク信号レベル、平均信号レベル、ｒｍｓ信号レベル等である。
【００２６】
　例えば、初期化プロセスは、プローブ信号の信号レベルが、元の信号レベルよりも低く
なるように、現在の値から、例えば１％超、２％超、５％超、１０％超、２０％超、５０
％超等、１回または同様の大きさで複数回段階的に低減する期間を経て完了してもよい。
元の信号レベルとは、プローブ信号のピーク信号レベル、平均信号レベル、ｒｍｓ信号レ
ベル等である。
【００２７】
　例えば、初期化プロセスは、プローブ信号の信号レベルが、元の信号レベルよりも低く
なるように、現在の値から、例えば１ｄｂ超、２ｄｂ超、３ｄｂ超、４ｄｂ超、５ｄｂ超
、６ｄｂ超等、対数尺度で直線的に低減する期間を経て完了してもよい。元の信号レベル
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とは、プローブ信号のピーク信号レベル、平均信号レベル、ｒｍｓ信号レベル等である。
【００２８】
　プローブ信号の信号レベルが低減される初期化プロセス完了期間は、デジタルフィード
バック抑制回路を適切に初期化するために必要な期間の１０％超、２０％超、３０％超、
４０％超、５０％超、６０％超であってもよい。
【００２９】
　プローブ信号の信号レベルが低減される期間を含む初期化プロセスを終了させる前に、
初期化プロセスは、デジタルフィードバック抑制回路のパラメータの初期化を完了しても
よい。
【００３０】
　プローブ信号の信号レベルが低減される期間を含む初期化プロセスを終了させる間、初
期化プロセスは、デジタルフィードバック抑制回路のパラメータの初期化を継続してもよ
い。
【００３１】
　初期化プロセスは、第１品質パラメータの値を監視しながら、プローブ信号を例えば対
数尺度で直線的に、聞き取れないレベル、例えばゼロレベル等の低レベルから立ち上げる
ことから始まってもよい。第１品質パラメータの値が所定の第１閾値に達すると、プロー
ブ信号を対応する信号レベルに保ちながら第２品質パラメータの値を監視する。第２品質
パラメータの値が所定の第２閾値に達すると、再びプローブ信号レベルを、例えば不可聴
レベルまで低減して、例えばオフにする。
【００３２】
　このように、新しい初期化プロセスが提供される。このプロセスでは、時間の関数とし
ての信号レベルおよびプローブ信号の長さが、デジタルフィードバック抑制回路の適切な
初期化のために必要に応じて設定される。初期化プロセスは、プローブ信号の信号レベル
が低減される期間を経て完了する。すなわち、初期化プロセスは、任意でプローブ信号を
オフにする、または信号レベルを不可聴レベルまで低減する前に、プローブ信号の元のピ
ーク信号レベルよりも、プローブ信号の信号レベルを低くして終了する。
【００３３】
　プローブ信号のレベルおよび長さは、デジタルフィードバック抑制回路の適切な初期化
に必要な最低限の値に維持されてもよい。初めに、プローブ信号は、聞き取れないレベル
、例えばゼロ等の低いレベルから、例えば対数尺度で直線的に立ち上がり、この間に第１
品質パラメータ値が監視される。第１品質パラメータ値が所定の第１閾値に達すると、プ
ローブ信号は、対応する信号レベルで一定に維持され、この間に第２品質パラメータ値が
監視される。第２品質パラメータの値が所定の第２閾値に達すると、上述のようにプロー
ブ信号の信号レベルを低減して初期化プロセスを完了する。
【００３４】
　信号レベルは、例えば鼓膜の前、または、聴覚機器のマイクロホンもしくは聴覚機器の
一部でない個別のマイクロホンの音響入力部において、聴覚機器が発生する音圧レベル（
ＳＰＬ）として定義してもよい。
【００３５】
　音圧レベルは、基準値に対する、音のｒｍｓ音圧の対数尺度であり、デシベル（ｄＢ）
を単位として測定される。一般に用いられる空気中の基準音圧は２０μＰａ（ｒｍｓ）で
あり、これは、通常、人間の可聴域の閾値と考えられている。
【００３６】
　音圧レベルは、聴覚機器のレシーバへの電子入力信号の信号レベル、例えばｒｍｓ値に
よって制御される。
【００３７】
　結果として得られる音圧レベルを特定する必要はない。結果として到達した最大音圧レ
ベルは、それぞれ第１および第２品質パラメータの第１および第２閾値の関数となる。
【００３８】
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　音圧レベルは、選択された周波数、選択された周波数の範囲、あるいは周波数の関数に
よって判断してもよい。あるいは、音圧レベルは、実質的にプローブ信号の周波数範囲全
体によって判断してもよい。
【００３９】
　品質パラメータの監視中に、該当する品質パラメータは、マイクロホン出力信号に基づ
いて繰り返し計算され、これらの品質パラメータの連続値は、関連する第１または第２閾
値と比較される。
【００４０】
　第１または第２品質パラメータの増加値は、マイクロホン出力信号における品質の向上
を示してもよい。この種の品質パラメータは、低値で始まり、徐々に増加する。それぞれ
の第１または第２閾値は、該当する品質パラメータがそれぞれの閾値以上になったときに
それぞれ到達されるものである。
【００４１】
　別の種の品質パラメータとして、その減少する値が、マイクロホン出力信号における品
質の向上を示すものであってもよい。この種の品質パラメータは、高値で始まり、徐々に
減少する。それぞれの閾値は、該当する品質パラメータが閾値以下となったときに、それ
ぞれ到達されるものである。
【００４２】
　例えば、第１品質パラメータは、フィードバック経路の特定されたインパルス応答にお
ける差に関連してもよい。プローブ信号の立ち上げは、特定されたインパルス応答が十分
に安定したとき、すなわち、連続的に特定されたインパルス応答における差の尺度である
第１品質パラメータが第１閾値以下となったときに停止してもよい。
【００４３】
　別の例として、第１品質パラメータは、聴覚機器のマイクロホン、または、聴覚機器の
一部でない外部マイクロホンにおける信号レベルに関連してもよい。例えば、第１品質パ
ラメータは、問題のマイクロホンの電子出力信号のｒｍｓ値と等しくてもよいし、または
その関数であってもよい。
【００４４】
　したがって、聴覚機器においてレシーバからマイクロホンへのフィードバック経路をモ
デリングする新規の方法であって、
　マイクロホン出力信号を記録しながら、レシーバによって出力される音響プローブ信号
に変換するために、レシーバへ許容できる最大の信号レベルおよび長さを有する電子プロ
ーブ信号を送信するステップと、
　記録されたマイクロホン出力信号に基づいて、フィードバック経路の少なくとも１つの
パラメータを特定するステップと、
　プローブ信号の元の信号レベルよりもプローブ信号の信号レベルを低くして送信が終了
するように、プローブ信号の信号レベルを低減して送信を終了させるステップと、を備え
る方法が提供される。
【００４５】
　フィードバック経路の少なくとも１つのパラメータを特定するステップは、プローブ信
号の信号レベルの低減を伴う送信を終了させる前に完了させてもよい。
【００４６】
　フィードバック経路の少なくとも１つのパラメータを特定するステップは、プローブ信
号の信号レベルの低減を伴う送信を終了させる間、継続していてもよい。
【００４７】
　プローブ信号を送信するステップは、
　記録されたマイクロホン出力信号に基づいて計算される第２品質パラメータの値を監視
するステップと、
　特定された第２品質パラメータが所定の第２閾値に達したとき、プローブ信号のレシー
バへの送信を終了させるステップと、をさらに備えていてもよい。
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【００４８】
　第１品質パラメータと第２品質パラメータとは同一であってもよい。
【００４９】
　方法は、フィードバック経路のインパルス応答を推定するステップをさらに備えていて
もよい。
【００５０】
　第１品質パラメータおよび第２品質パラメータの少なくとも一方は、インパルス応答の
パラメータであってもよい。
【００５１】
　インパルス応答のパラメータは、
　インパルス応答のヘッド部およびテール部のピーク対ピーク比と、
　インパルス応答のヘッド部およびテール部の雑音対雑音比と、
　インパルス応答のピーク対信号対雑音比と、からなる群から選択してもよい。
【００５２】
　一実施形態では、デジタルフィードバック抑制回路には、固定ＩＩＲフィルタおよび適
応ＦＩＲフィルタが含まれる。適応ＦＩＲフィルタ係数は、最小平均二乗誤差の最小化に
基づいて更新されてもよい。また、初期化プロセス中に適応可能な適応フィルタを利用し
てもよい。初期化後、フィルタは、固定されたフィルタ係数で動作を継続することで、静
的フィルタとして動作する。
【００５３】
　プローブ信号は、最大周期シーケンス、例えば、反復される２５５サンプルの最大周期
シーケンス、広帯域ノイズ信号等であってもよい。最大周期シーケンスを用いれば、定在
波の発生が回避される。
【００５４】
　プローブ信号に対する応答を含む記録されたマイクロホン出力信号は、外部コンピュー
タにアップロードされてもよい。この外部コンピュータは、フィードバック信号経路を推
定するように構成されるとともに、例えば、固定デジタルフィルタおよび適応デジタルフ
ィルタのフィルタ係数等の特定されたパラメータをデジタルフィードバック抑制回路に転
送することによって、推定をデジタルフィードバック抑制回路に転送するように構成され
ている。
【００５５】
　一実施形態では、デジタルフィードバック抑制回路には、レシーバへのプローブ信号の
送信中に適応可能な適応フィルタが含まれる。一適応サイクルから次の適応サイクルへの
フィルタ係数の変化が第２品質パラメータ値を構成する場合、初期化は、フィルタ係数の
変化が、第２閾値を構成する所定の閾値より小さくなったときに終了してもよい。
【００５６】
　提供される方法によれば、フィードバック経路の推定を容易にするのに十分な大きさを
有するが、必要以上の大きさを有さない信号レベルまたは振幅を備えたプローブ信号を用
いることによって、ユーザの不快感が低減されるか、またはなくなる。
【００５７】
　必要なプローブ信号レベルの特定は、レシーバへのプローブ信号の送信を、低いレベル
、例えば０ｄＢＳＰＬ等の聞き取れないレベルから開始し、フィードバック経路のインパ
ルス応答が、必要なパラメータの特定のために十分な品質と見なされるまで、プローブ信
号のレベルを徐々に増加することによって実行してもよい。これは、例えば、第１品質パ
ラメータを構成するインパルス応答の特定されたパラメータにおける変化を監視すること
、および、当該変化が第１閾値より小さいときにプローブ信号のレベルの増加を停止する
ことによって行われる。
【００５８】
　例えば、従来の初期化プロセスおいて用いられるような標準的な初期化信号レベルおよ
び長さと同等の、プローブ信号の最大許容可能な信号レベルおよび長さを適用してもよい
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。
【００５９】
　同様に、特定された一定レベルにおけるプローブ信号の送信を、インパルス応答判定が
十分な品質であると見なされた場合に停止し、プローブ信号の長さをできるだけ短くして
もよい。
【００６０】
　プローブ信号の特定された必要レベルは、聴覚機器のタイプおよびモデルならびにフィ
ッティングのタイプ（オープン型／クローズ型）に応じて変化してもよい。
【００６１】
　プローブ信号レベルの増加率および／または減衰率は、予想される必須の信号レベルと
、その予想される必須の信号レベルに達するために設定される所定期間とに依存して変化
してもよい。予想される信号レベルは、例えば、聴力障害のないユーザ用には８５ｄＢＳ

ＰＬであってもよい。８５ｄＢＳＰＬのレベルでは、概して、正常な聴力の人は不快感を
経験しない。一般的に、聴力障害を有するユーザは、１０２ｄＢＳＰＬ等のはるかに高い
初期化レベルを用いていることに注意されたい。レベルは、装置の出力レベルの最大値（
例えば１２０ｄＢＳＰＬ）に達することもあるが、レシーバのオーバードライブに起因す
る歪みを制限するレベルに限定される。
【００６２】
　第１および第２品質パラメータならびにデジタルフィードバック抑制回路のパラメータ
の計算は、聴覚機器外部のコンピュータで実行してもよく、したがって、当該技術分野に
おいて周知のように、聴覚機器と外部コンピュータとの間に双方向データ通信リンクを確
立してもよい。外部コンピュータは、マイクロホン出力信号を受信してもよく、かつ、第
１品質パラメータの計算、および、恐らくは第２品質パラメータの計算に従って、例えば
プローブ信号生成器による信号生成の開始および停止、プローブ信号生成器出力の電流信
号レベル等の、プローブ信号生成器の制御を行ってもよい。
【００６３】
　初期化プロセスを実行するのに必要な計算および制御は、様々な方法で外部コンピュー
タと聴覚機器との間で共有してもよい。例えば、初期化プロセスの全ての必要なタスクは
、信号プロセッサが、対応するプログラムを実行するための十分な計算能力およびメモリ
を有する場合には、聴覚機器において実行してもよい。
【００６４】
　したがって、
　入力音をオーディオ信号に変換するマイクロホンと、
　聴覚機器のフィードバック経路をモデリングするデジタルフィードバック抑制回路と、
　オーディオ信号を処理済オーディオ信号へと処理する信号プロセッサと、
　処理済オーディオ信号を音声信号に変換するために、信号プロセッサの出力部に接続さ
れるレシーバと、
　レシーバによって出力される音響プローブ信号に変換するために、レシーバへプローブ
信号を生成するプローブ信号生成器と、を備える聴覚機器が提供され、
　信号プロセッサは、レシーバからマイクロホンへのフィードバック経路をモデリングす
る方法に従って動作するようにさらに構成される。
【００６５】
　信号プロセッサは、
　マイクロホン出力信号を記録し、
　記録されたマイクロホン出力信号に基づいて、デジタルフィードバック抑制回路のパラ
メータを特定し、
　プローブ信号の信号レベルを低減して送信を完了するように構成されていてもよい。
【００６６】
　信号プロセッサは、
　記録されたマイクロホン出力信号に基づいて計算された第２品質パラメータの値を監視
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し、
　特定された第２品質パラメータが所定の第２閾値に達すると、レシーバへのプローブ信
号の送信を終了するようにさらに構成されていてもよい。
【００６７】
　信号プロセッサは、フィードバック経路のインパルス応答を推定するようにさらに構成
されていてもよい。
【００６８】
　デジタルフィードバック抑制回路は、フィードフォワード制御回路を形成してもよい。
【００６９】
　デジタルフィードバック抑制回路は、フィードバック制御回路を形成してもよく、した
がって、
　入力音をオーディオ信号に変換するマイクロホンと、
　聴覚機器の外部フィードバック経路をモデリングすることによって、フィードバック補
償信号を生成するデジタルフィードバック抑制回路と、
　オーディオ信号からフィードバック補償信号を減算して、フィードバック補償オーディ
オ信号を作成する減算器と、
　フィードバック補償オーディオ信号を受信するために接続され、かつ、当該補償オーデ
ィオ信号を処理するように構成される信号プロセッサと、
　処理された信号を音声信号に変換するために、信号プロセッサの出力部に接続されるレ
シーバと、
　レシーバによって出力される音響プローブ信号に変換するために、レシーバへプローブ
信号を生成するプローブ信号生成器と、を備え、
　信号プロセッサは、
　マイクロホン出力信号を記録し、
　記録されたマイクロホン出力信号に基づいて、デジタルフィードバック抑制回路のパラ
メータを特定するようにさらに構成された聴覚機器であって、
　信号プロセッサが、
　プローブ信号のレベルを増加させ、これとともに、
　記録されたマイクロホン出力信号に基づいて計算された第１品質パラメータの値を監視
し、
　特定された第１品質パラメータが所定の第１閾値に達すると、プローブ信号のレベルを
一定レベルに維持するようにさらに構成されることを特徴とする聴覚機器が提供される。
【００７０】
　デジタルフィードバック抑制回路は、信号プロセッサに備えられていてもよい。
【００７１】
　聴覚機器は、両耳用補聴器を含む、ＢＴＥ補聴器、ＲＩＥ補聴器、ＩＴＥ補聴器、ＩＴ
Ｃ補聴器、またはＣＩＣ補聴器等の補聴器であってもよい。
【００７２】
　聴覚機器は、例えば、イヤハンガー、インイヤ、オンイヤ、オーバーイヤ、ビハインド
ネック、ヘルメット、またはヘッドガード等のヘッドセット、ヘッドホン、イヤホン、イ
ヤディフェンダ、またはイヤマフ等であってもよい。
【００７３】
　例えば、新たな聴覚機器は、聴力損失プロセッサを備える新たな補聴器である。当該プ
ロセッサは、ユーザの聴力損失を補償する聴力損失補償オーディオ信号を生成するため、
所定の信号処理アルゴリズムに従ってオーディオ信号を処理するように構成される。
【００７４】
　新たな聴覚機器における信号処理を含む処理は、専用ハードウェアによって実行されて
もよいし、１つの信号プロセッサで実行されてもよいし、または専用ハードウェアと１つ
以上の信号プロセッサとの組合せで実行されてもよい。
【００７５】
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　本明細書で使用される場合、「プロセッサ」、「中央処理装置」、「メッセージプロセ
ッサ」、「信号プロセッサ」、「コントローラ」、「システム」等の用語は、ＣＰＵに関
連するエンティティ、ハードウェア、ハードウェアとソフトウェアの組み合わせ、ソフト
ウェア、実行時のソフトウェアのいずれかを指すことを意図している。
【００７６】
　例えば、「プロセッサ」、「信号プロセッサ」、「コントローラ」、「システム」等は
、限定されないが、プロセッサで実行するプロセス、プロセッサ、オブジェクト、実行可
能なファイル、実行のスレッドおよび／またはプログラムであってもよい。
【００７７】
　実例として、「プロセッサ」、「中央処理装置」、「メッセージプロセッサ」、「信号
プロセッサ」、「コントローラ」、「システム」等の用語は、プロセッサで動くアプリケ
ーションおよびハードウェアプロセッサの両方を示す。１つ以上の「プロセッサ」、「中
央処理装置」、「メッセージプロセッサ」、「信号プロセッサ」、「コントローラ」、「
システム」等、またはこれらの任意の組み合わせは、プロセスおよび／または実行のスレ
ッドの中に存在していてもよく、１つ以上の「プロセッサ」、「中央処理装置」、「メッ
セージプロセッサ」、「信号プロセッサ」、「コントローラ」、「システム」等、または
これらの任意の組み合わせは、可能ならば他のハードウェア回路と組み合わせて、１つの
ハードウェアプロセッサに集中していてもよく、および／または可能ならば他のハードウ
ェア回路と組み合わせて、２つ以上のハードウェアプロセッサに分配されていてもよい。
【００７８】
　他の態様および特徴と、さらなる態様および特徴は、以下の実施形態の詳細な記載を読
めば明らかであろう。
【００７９】
　図面は、実施形態の設計および有用性を示し、ここで、同様の構成要素は、共通の参照
番号によって称される。これらの図面は、必ずしも縮尺通りに描かれているわけではない
。上に引用した利点および目的と、他の利点および目的がどのように得られるかをより良
く理解するために、実施形態のさらに特定的な記載がなされ、添付の図面に示される。こ
れらの図面は、単に典型的な実施形態を示すものであり、したがって、その範囲を限定す
るものと考えるべきではない。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１】１つのフィードバック補償フィルタを備えた典型的な聴覚機器システムを表すブ
ロック図である。
【図２】内部および外部フィードバック補償フィルタの両方を備えた聴覚機器システムの
ブロック図である。
【図３】時間の関数としての先行技術のプローブ信号レベルのプロットである。
【図４Ａ】新規の方法によるプローブ信号と先行技術のプローブ信号のプロットを表す図
である。
【図４Ｂ】新規の方法によるプローブ信号と先行技術のプローブ信号のプロットを表す図
である。
【図５】本方法の動作原理を概略的に示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００８１】
　添付の特許請求の範囲に係る新規な聴覚機器の種々の具体例を、新規な聴覚機器および
方法の種々の実施形態が示された添付の図面を参照しつつ、本明細書で以下にさらに完全
に記載する。しかし、添付の特許請求の範囲に係る新規な聴覚機器は、異なる形態で具現
化されてもよく、本明細書に示す実施形態に限定するものと解釈すべきではない。これに
加え、図示されている実施形態は、示されている全ての態様または利点を有する必要はな
い。特定の実施形態と関連して記載される態様または利点は、必ずしもその実施形態に限
定されず、図示されていない場合であっても、またはそのように明確に記載されていない
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場合であっても、任意の他の実施形態で実施することができる。添付の図面は、模式図で
あり、明確さのために単純化されていることも注記しておくべきであり、これらは、単に
、新規な聴覚機器の理解に必須な詳細を示すものであるが、他の詳細は省かれている。
【００８２】
　本明細書で使用される場合、単数形「１つの（ａ）」、「１つの（ａｎ）」、「その（
ｔｈｅ）」は、本文中で他の意味であると明確に示されていない限り、１つまたはそれ以
上を指す。
【００８３】
　図１は、フィードバック補償フィルタ１０６を備えた従来の（先行技術の）聴覚機器１
００のブロック図である。聴覚機器１００は、入力音を受信し、それをオーディオ信号に
変換するためのマイクロホン１０１を備える。聴覚機器１００が補聴器の場合、レシーバ
１０２は、例えばユーザの聴力損失を補償するように修正された、聴覚機器プロセッサ１
０３からの出力を、出力音に変換する。したがって、聴覚機器プロセッサ１０３は、増幅
器、コンプレッサおよび雑音低減システム等の要素を含んでいてもよい。
【００８４】
　レシーバ１０２とマイクロホン１０１との間の破線は、フィードバック経路１０４を示
す。レシーバ１０２からの音は、マイクロホン１０１へのフィードバック経路に沿って伝
播し得る。これは、ホイッスリング等の周知のフィードバック問題につながる可能性があ
る。
【００８５】
　（フィードバック補償のない）聴覚機器１００の（周波数依存）利得応答（または伝達
関数）Ｈ（ω）は、以下の式によって求められる。式中、ωは、（角）周波数を表し、Ｆ
（ω）は、フィードバック経路１０４の利得関数であり、Ａ（ω）は、聴覚機器プロセッ
サ１０３によって提供される利得関数である。
【００８６】
【数１】

【００８７】
　フィードバック補償フィルタ１０６が有効化されると、フィードバック補償フィルタ１
０６は減算ユニット１０５に補償信号を供給する。したがって、聴覚機器プロセッサ１０
３による処理の前に、補償信号は、マイクロホン１０１によって供給されるオーディオ信
号から減算される。これにより、伝達関数は、以下のようになる。式中、Ｆ’（ω）は、
補償フィルタ１０６の利得関数である。したがって、Ｆ’（ω）が、フィードバック経路
の真の利得関数Ｆ（ω）をより正確に評価するほど、Ｈ（ω）は、所望の利得関数Ａ（ω
）に近くなる。
【００８８】
【数２】

【００８９】
　前述のように、フィードバック経路１０４は、通常、内部および外部フィードバック経
路の組み合わせである。
【００９０】
　図２は、聴覚機器ハウジング内の内部機械および音響フィードバックを補償するととも
に、外部フィードバックを補償するために、それぞれ個別のデジタルフィードバック抑制
回路を備えた聴覚機器を示す。
【００９１】
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　ここでも、聴覚機器２００は、マイクロホン２０１、レシーバ２０２および聴覚機器プ
ロセッサ２０３を備えている。レシーバ２０２とマイクロホン２０１との間の破線は、内
部フィードバック経路２０４ａを示す。さらに、レシーバ２０２とマイクロホン２０１と
の間の外部フィードバック経路２０４ｂが（同様に破線で）示されている。内部フィード
バック経路２０４ａには、レシーバ２０２とマイクロホン２０１との間の音響接続、機械
接続、または音響接続と機械接続の両方の組み合わせが含まれる。外部フィードバック経
路２０４ｂは、（主として）レシーバ２０２とマイクロホン２０１との間の音響接続であ
る。第１補償フィルタ２０６は、内部フィードバック経路２０４ａをモデリングするよう
に構成され、第２補償フィルタ２０７は、外部フィードバック経路２０４ｂをモデリング
するように構成される。第１補償フィルタ２０６および第２補償フィルタ２０７は、それ
ぞれ個別の補償信号を減算ユニット２０５に供給し、それによって、内部フィードバック
経路２０４ａおよび外部フィードバック経路２０４ｂの両方に沿ったフィードバックが、
聴覚機器プロセッサ２０３において処理が行われる前に打ち消される。
【００９２】
　聴覚機器の内部の構成要素は、経時的な音および／または振動の伝達に関する特性を実
質的に変化させないため、内部補償フィルタ２０６は、通常は静的またはほぼ静的である
内部フィードバック経路２０４ａをモデリングする。したがって、内部補償フィルタ２０
６は、開ループ利得測定から引き出されたフィルタ係数に基づく静的フィルタであっても
よい。当該係数は、聴覚機器の製造中に得られることが好ましい。しかしながら、例えば
、レシーバが固定されず、それゆえ聴覚機器ハウジング内で可動な場合等、聴覚機器によ
っては、内部フィードバック経路２０４ａが、経時的に変化することがある。この場合に
は、内部補償フィルタは、内部フィードバック経路における変化に適応する適応フィルタ
を備えることが好ましい。
【００９３】
　外部補償フィルタ２０７は、外部フィードバック経路２０４ｂにおける変化に適応する
適応フィルタであることが好ましい。当該変化は、通常、内部フィードバック経路２０４
ａにおいて起きうる前述の変化よりはるかに頻繁に生じるため、補償フィルタ２０７は、
内部補償フィルタ２０６より迅速に適応すべきである。
【００９４】
　内部フィードバック経路２０４ａの長さは外部フィードバック経路２０４ｂの長さより
短いため、外部フィードバック経路２０４ｂのインパルス応答は、両方のフィードバック
経路のインパルス応答が別々に測定される場合には、内部フィードバック経路２０４ａの
インパルス応答と比較して遅延する。外部フィードバック信号の遅延は、聴覚機器のサイ
ズおよび形状に依存するが、通常、０．２５ｍｓ（ミリ秒）以下である。典型的な遅延は
、例えば、０．０１ｍｓ、０．０２ｍｓ、０．０３ｍｓ、０．０４ｍｓ、０．０５ｍｓ、
０．０６ｍｓ、０．０７ｍｓ、０．０８ｍｓ、０．０９ｍｓ、０．１ｍｓ、０．１１ｍｓ
、０．１２ｍｓ、０．１３ｍｓ、０．１４ｍｓ、０．１５ｍｓ、０．１６ｍｓ、０．１７
ｍｓ、０．１８ｍｓ、０．１９ｍｓ、０．２ｍｓ、０．２１ｍｓ、０．２２ｍｓ、０．２
３ｍｓ、０．２４ｍｓ等である。
【００９５】
　内部フィードバック経路２０４ａおよび外部フィードバック経路２０４ｂのそれぞれの
インパルス応答は、信号レベルも異なる。内部フィードバック経路２０４ａに沿った減衰
は、通常、外部フィードバック経路２０４ｂに沿った減衰に達しているためである。した
がって、外部フィードバック信号は、通常、内部フィードバック信号よりも強い。
【００９６】
　要するに、内部フィードバック補償フィルタ２０６および外部フィードバック補償フィ
ルタ２０７は、互いに少なくとも次の３つの点で異なる。
　１．必要とされる適応の頻度
　２．時間領域におけるインパルス応答の位置
　３．インパルス応答のダイナミックレンジ
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【００９７】
　したがって、２つの補償フィルタ２０６、２０７を設けることによって、単一の適応フ
ィルタを設ける場合と比較して、処理能力が節約される。単一フィルタの場合、より多く
のフィルタ係数を必要とするからである。さらに、ダイナミックレンジにおける差異によ
って、精度を改善することができる。
【００９８】
　さらに、同様の理由で、内部フィードバック補償および外部フィードバック補償のため
に個別の回路を設けることで改良された新規の初期化プロセスが実現される。
【００９９】
　内部補償フィルタ２０６のプログラミングは、聴覚機器の製造中に行われることが好ま
しい。これにより、聴覚機器が組み立てられたときに、内部フィードバック経路のモデル
が推定される。内部フィードバック経路２０４を正確に推定するために、外部フィードバ
ック経路をブロックした聴覚機器のシステム同定を行うことが必要である。これを行う方
法の一つとして、適切な音響インピーダンス、すなわち装着者の耳のインピーダンスにほ
ぼ等しいインピーダンスをレシーバに提供するカプラ（擬似耳）に聴覚機器を配置するこ
とが挙げられる。耳あな型（ＩＴＥ）聴覚機器におけるベント等、あらゆる漏洩路を塞が
なくてはならない。これにより、外部フィードバック経路が全てなくなる。聴覚機器（お
よびカプラ）は、さらに、無響テストボックスに配置して、周囲からの音波反射および雑
音を除去してもよい。次に、開ループ利得測定等のシステム同定手順を実行して、Ｆ（ｗ
）を測定する（上記数式（１）および（２）を参照されたい）。これを実行する方法の一
つとして、出力部２０２において装置にＭＬＳシーケンス（最大周期シーケンス）を再生
させ、それを入力部２０１において記録することが挙げられる。記録されたフィードバッ
ク信号から、内部フィードバック経路を推定することができる。得られたモデル用のフィ
ルタ係数は、装置に記憶され、聴覚機器の動作中に用いられる。
【０１００】
　図３は、前部マイクロホンおよび後部マイクロホンを含む方向性マイクロホンシステム
を備えた補聴器において、２つの個別のデジタルフィードバック抑制回路の初期化用に用
いられる、時間の関数としての先行技術のプローブ信号レベルのプロットである。フィッ
ティング中に、補聴器はＰＣに接続され、図示のプローブ信号が、補聴器のレシーバに送
信される。プローブ信号に対する応答を含むマイクロホン出力信号に基づいて、前部マイ
クロホンおよび後部マイクロホンのフィードバック経路のインパルス応答が推定される。
図示のプローブ信号は、ユーザがプローブ信号に適応できるようにするために、例えば、
１秒間、ゼロレベルから一定レベルまで、対数尺度で直線的に立ち上がる。その後、プロ
ーブ信号は、１０秒間一定レベルに保たれる。通常、この一定レベルは、ユーザに不快感
を与える程大きい。得られた前部および後部マイクロホン出力信号はＰＣに送信され、そ
れぞれのインパルス応答が計算される。次に、ＰＣは、それぞれのデジタルフィードバッ
ク抑制回路の必要なパラメータ、例えば適応デジタルフィルタの初期フィルタ係数を特定
し、これらの回路がそれぞれのフィードバック経路をモデリングできるようにする。
【０１０１】
　図４Ａは、図３に示された先行技術のプローブ信号と比較された新規の方法の実施形態
に従って生成されたプローブ信号のプロットを示す。
【０１０２】
　図３に示す公知の方法によると、ユーザがプローブ信号に適応可能とするため、プロー
ブ信号は、例えばゼロレベル等の不可聴レベルのような低レベルから一定の信号レベル（
ｂ）まで、対数尺度で直線的に最初に一秒間立ち上げられる（ａ）。その後、信号レベル
を一定の信号レベル（ｂ）に１０秒間維持し、その間に、デジタルフィードバック抑制回
路の初期化が実行される。その後、プローブ信号レベルを例えば不可聴レベルまで再び低
減して（ｃ）、例えばプローブ信号をオフにする。
【０１０３】
　図示の新規の方法の実施形態でも、プローブ信号は、最初に一秒間、例えばゼロレベル
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等の不可聴レベルのような低レベルから一定の信号レベル（ｂ）まで、対数尺度で直線的
に立ち上げられる（ａ）。その後、信号レベルを一定の信号レベル（ｂ）に１０秒間維持
し、その間に、デジタルフィードバック抑制回路の初期化が実行される。しかしながら、
プローブ信号レベルを例えば不可聴レベルまで低減して（ｃ）、例えばプローブ信号をオ
フにするのではなく、信号レベルが一定に維持されていた（ｂ）状態のプローブ信号の信
号レベルの７０％と同じ信号レベルまで、５秒間プローブ信号を対数尺度で直線的に低減
する（ｄ）。最後に、プローブ信号をオフにする（ｅ）。
【０１０４】
　このようにユーザにプローブ信号の聴覚的認識を強いる期間を延長しても、驚くべきこ
とに、ユーザが感じる初期化プロセスの不快感が低減される。これは上述の「ピーク・エ
ンドの法則」と「持続期間の無視」によるものであると考えられる。すなわち、ピークを
変えないで、苦痛の期間を延長しても、より苦痛が少ない形で期間が終われば、元の期間
の場合よりも楽な経験として記憶に残るのである。
【０１０５】
　図４Ｂは、欧州特許第２，２０５，００５Ａ１号の図４に開示される先行技術のプロー
ブ信号と比較された新規の方法の実施形態に従って生成されたプローブ信号のプロットを
示す。
【０１０６】
　欧州特許第２，２０５，００５Ａ１号に開示の公知の方法によると、プローブ信号は、
最初に、例えばゼロレベル等の不可聴レベルのような低レベルから、対数尺度で直線的に
立ち上げられる（ａ）。この間、第１品質パラメータの値が監視される。第１品質パラメ
ータの値が所定の第１閾値に達すると、プローブ信号を対応する信号レベル（ｂ）で一定
に維持する。この間、第２品質パラメータの値が監視される。第２品質パラメータの値が
所定の第２閾値に達すると、デジタルフィードバック抑制回路の初期化が所望の精度で実
行されており、プローブ信号レベルを再度、例えば不可聴レベルまで低減して（ｃ）、例
えばプローブ信号をオフにする。
【０１０７】
　図示の新規の方法の実施形態でも、プローブ信号は、最初に、例えばゼロレベル等の不
可聴レベルのような低レベルから、対数尺度で直線的に立ち上げられる（ａ）。この間、
第１品質パラメータの値が監視される。第１品質パラメータの値が所定の第１閾値に達す
ると、プローブ信号を対応する信号レベル（ｂ）で一定に維持する。この間、第２品質パ
ラメータの値が監視される。第２品質パラメータの値が所定の第２閾値に達すると、デジ
タルフィードバック抑制回路の初期化が所望の精度で実行されているが、プローブ信号レ
ベルを例えば不可聴レベルまで低減して（ｃ）、例えばプローブ信号をオフにするのでは
なく、信号レベルが一定に維持されていた（ｂ）状態のプローブ信号の信号レベルの７０
％と同じ信号レベルまで、プローブ信号の信号レベルが一定に維持されていた（ｂ）時間
の５０％と同じ期間、プローブ信号を対数尺度で直線的に低減する（ｄ）。最後に、プロ
ーブ信号をオフにする（ｅ）。
【０１０８】
　このようにユーザにプローブ信号の聴覚的認識を強いる期間を延長しても、驚くべきこ
とに、ユーザが感じる初期化プロセスの不快感が低減される。これは上述の「ピーク・エ
ンドの法則」と「持続期間の無視」によるものであると考えられる。すなわち、ピークを
変えないで、苦痛の期間を延長しても、より苦痛が少ない形で期間が終われば、元の期間
の場合よりも楽な経験として記憶に残るのである。
【０１０９】
　図５は、新規の方法に従って初期化されるデジタルフィードバック抑制回路を備えた補
聴器を概略的に示す。プローブ信号は、ＭＬＳ信号生成器において生成され、かつ図４Ａ
、図４Ｂに示すような時間の関数として制御される被制御利得を備えた増幅器（ランプス
ケール）に出力される最大周期シーケンス（ＭＬＳ）信号である。フィードバック信号は
、マイクロホンによって受信されてデジタル化され、信号サンプルのブロックは、フレー
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ムアキュムレータに蓄積される。図示の例において、データブロックは、インパルス応答
を抽出する処理のために、ＰＣに転送される。ＰＣは、受信信号とプローブ信号の相互相
関を実行し、インパルス応答を特定する。あるいは、インパルス応答を、補聴器自体の信
号プロセッサによって計算してもよい。次に、インパルス応答の品質が図示の例ではＰＣ
によって評価される。あるいは、補聴器の信号プロセッサによって評価される。第１品質
パラメータの値が計算され、第１閾値と比較される。第１品質パラメータの値が、第１閾
値に達しなかった場合には、プローブ信号レベルを増加し、第１閾値に達すると、信号レ
ベルは一定レベルで維持され、定常状態測定段階に入る。第２品質パラメータの値が計算
され、第２閾値と比較される。第２品質パラメータの値が、第２閾値に達しなかった場合
には、新しいデータブロックが収集され、新しい第２品質パラメータの値が計算される。
第２閾値に達すると、初期化シーケンスは終了される。図示の補聴器では、ＰＣは、デジ
タルフィードバック抑制回路の対応するパラメータ値を計算し、その値を補聴器に転送す
る。
【０１１０】
　プローブ信号の許容できる最大の信号レベルおよび長さは、従来の初期化プロセスによ
る標準的な初期化信号のレベルおよび長さと等しいものとされる。
【０１１１】
　フィードバック経路のインパルス応答に基づいた品質パラメータとしては、以下のもの
が挙げられる。
・インパルス応答のヘッド部およびテール部のピーク対ピーク比（ＰＰＲ）
・インパルス応答のヘッド部およびテール部の雑音対雑音比（ＮＮＲ）
・インパルス応答のピーク対信号雑音比（ＰＳＮＲ）
【０１１２】
　インパルス応答は、補聴器のデジタル信号プロセッサによって抽出されてもよい。イン
パルス応答は、ＭＬＳシーケンスを受信応答と相互相関させることによって得てもよい。
ＤＳＰは、ブロック単位で動作するが、インパルス応答を抽出することは、計算負荷の高
いプロセスであり、相互相関は、単一のブロック内で完了することはできない。インパル
ス応答の抽出は、多数のブロックで実行される必要がある。
【０１１３】
　ＰＰＲは、インパルス応答のヘッド部におけるピークに対するテール部におけるピーク
の振幅の比率として定義され、ｄＢで表される。本出願では、ヘッド部およびテール部は
、それぞれ、インパルス応答の前半および後半として定義される。
【０１１４】
　ＮＮＲは、インパルス応答のヘッド部における雑音レベルに対するテール部における雑
音レベルの比率として定義され、ｄＢで表される。本出願では、ヘッド部およびテール部
は、それぞれ、インパルス応答の前半および後半として定義される。雑音のレベルは、Ｒ
ＭＳ値を用いて計算される。ＤＣ除去フィルタのない構成では、分散を用いて同じ結果を
得ることができる。
【０１１５】
　ＰＳＮＲは、信号ピークに対する二乗平均平方根（ＲＭＳ）雑音の比率として定義され
、ｄＢで表される。本出願では、抽出されたインパルス応答のピーク振幅に対する、当該
応答の最後の６４サンプルのＲＭＳ値の比率として推定される。
【０１１６】
　図示の例において、新規の初期化プロセスは、ＰＰＲおよびＮＮＲの両方が特定の閾値
を超えたときに終了する。ＰＳＮＲもまた、強固で信頼性の高い品質測定の実現に寄与し
得る。
【０１１７】
　特定の特徴を示し、記載してきたが、これらの特徴は、特許請求の範囲に記載された発
明を限定することを意図していないことが理解され、特許請求の範囲に記載された発明の
精神および範囲から逸脱することなく種々の変更および改変が行われてもよいことが当業
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者には明らかであろう。したがって、明細書および図面は、限定するという観点ではなく
、実例であると考えるべきである。特許請求の範囲に記載された発明は、代替例、改変お
よび均等物を包含することを意図している。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４Ａ】
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